「様式２号－別紙１」
１　学校等政府備蓄米交付申請数量
	
	学校等
区分
	学校等数
	給食等
予定人員
	１人１食当たり
給食等量
	給食等
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	(       )
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	(      )
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	交付申請数量小計
	㎏
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	交付申請数量小計

	㎏


	交付申請数量合計
	㎏
(       )


２ 学校給食用等の配送先情報
	宛先名称

	

	住　　所

電話番号

	〒

	担当者名
電話番号


	

	政府備蓄米の
使用開始予定
	　　　　年　　　月　　　旬 頃


（注）１. 給食等延べ人員欄には、各校等における増加回数に給食等予定人員を乗じた学校等区分別の延べ人数を記載する。
２. 学校等給食用の各欄及び交付申請数量合計欄の（　）内には、米粉パン等用の数量等を記載する。
３. 夜間学校とは夜間課程を置く高等学校をいう。
４. 都道府県毎に別葉とし、この場合は右欄外に都道府県名を記載すること。
５. 給食予定人員欄、１人１食当たり給食量欄及び給食予定延べ人員欄に給食とあるのは、調理実習等学習教材用、試食会用の場合には、調理実習等、試食会とする。
６. 申請数量は30kg単位を基本とすること。
７. 申請は精米のみとする。
８. 学校等区分欄の「その他」については、学校教育法（昭和22年法律第26号）に規定される義務教育学校、中等教育学校（後期課程を除く。）のいずれであるかを括弧内に記載すること。
９.　配送先は申請する学校等ごとに１箇所とする。ただし、申請者が複数の学校等を束ねて申請する場合は、１申請につき１箇所とする。
- - 15 -= 12 +  \* Arabic
!式の終わりが正しくありません。
 -


